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経済連携協定における外国人介護・看護労

働者の受け入れ要件の現状と課題

―欧州連合における資格の相互承認制度を参考に―

高　木　　　剛

１．はじめに

　経済連携協定（以下、EPA）の発効により、イ

ンドネシアやフィリピンからの介護福祉士及び看

護師候補者の受け入れが始まった。EPAによるこ

れらの労働者の受け入れは、労働者の国家間移動

を活発にするなど、グローバル化の流れに対応す

る取り組みとして社会的な関心が高い反面、就労

のための在留には一定の期間内に日本の資格を取

得することが前提とされているなど、受け入れ要

件の厳しさにその是非が問われている。

　これまでも、日本とのEPA批准に際しては、

「日本はフィリピンの看護師を低く評価してい

る。」などとして、フィリピン看護師協会（以下、

PNA）から反対する声明が出された経緯があるう

え、2009年２月に実施された日本の看護師国家試

験ではインドネシア人看護師候補者の受験者全員

が不合格となるなど、EPAでの受け入れ要件をめ

ぐる課題が浮き彫りになってきている。

　外国人労働者の国家間移動については欧州連合

（以下、EU）で先駆的に取り組んでおり、看護師

等については、EU理事会指令（2005/36/EC）（以下、

指令36）で規定されている養成基準を満たせば、

原則EU加盟国でその資格が相互承認され、どこ

の国でも就労することが可能である。このような

EUの取り組みは、今後日本が様々な国や広範囲

な地域との経済連携を推進するうえで参考になる

と思われる。そこで本稿では、日本における外国

人介護・看護労働者の受け入れ要件の現状・課題

について整理し、今後の方向性についてEUの取

り組み（ここでは看護師資格の相互承認制度を取

り上げる。）を参考に検討することを目的とした。

２．研究方法

　国際厚生事業団（JICWELS）の担当職員に対

する電話での聞き取りに加え、各種文献・資料及

びホームページ（厚生労働省、外務省、欧州委員

会等の機関）などを参考に、次の５項目について

整理した。

　①日本とインドネシア、フィリピンとのEPAに

よる介護福祉士及び看護師候補者の受け入れに関

する概要、②日本とのEPA批准におけるPNAの反

対声明、③第98回看護師国家試験におけるインド

ネシア人看護師候補者の受験結果、④指令36の概

要、⑤EU加盟各国の看護師の名称及び認定日な

ど。

　これらを踏まえ、今後の日本における外国人介

護・看護労働者の受け入れ要件の方向性について

検討した。

３．�外国人介護・看護労働者の受け入れに関する

概要

　日本における外国人労働者の受け入れ・就労等

については、「出入国管理及び難民認定法」（1951

年10月４日・政令第316号）で規定されている。

この法律によれば、外国人看護師は日本の看護師

資格保有を要件に、「医療」の在留資格にて７年

以内の研修目的の就労のみが認められており、再

入国は認められていない。一方、介護福祉士をは

じめとする介護労働者については「単純労働者」

とみなされ、該当する在留資格は存在せず、介護

を目的とする入国及び就労は認められていない。

このような中EPAでは、協定を結んだ国家間の経

済協力を促進することを目的に、「特定活動」の

在留資格により一定の要件を満たす介護福祉士・

看護師候補者が入国し、介護福祉士や看護師を取

得するための準備活動の一環として高齢者施設や

病院などで就労し滞在すること、そして資格取得

後に介護福祉士や看護師として継続して就労する

ことが可能となった。

　EPAにおけるインドネシア及びフィリピン人介

護福祉士・看護師候補者の受け入れ指針について

は、それぞれ、「2008年５月19日・厚生労働省告

示第312号」及び「2008年11月16日・厚生労働省

告示第502号」に記されている。例えばインドネ
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シアの場合、受け入れ要件として、介護福祉士候

補者は大学等の高等教育機関の修了証書Ⅲ以上の

取得に加え、６ヶ月間程度の研修を修了し介護士

としてインドネシア政府から認定された者、もし

くは看護学校修了証書Ⅲ取得者又は看護学部の卒

業者とされており、看護師候補者はインドネシア

の看護師資格の取得者で２年間の実務経験を有す

る者とされている。そしてこの要件を満たした介

護福祉士及び看護師候補者は、入国後６ヶ月間の

日本語研修及び介護・看護導入研修を受けた後、

雇用契約を結んだ介護施設又は病院で就労及び研

修をする。両者ともに一定期間内に日本の資格を

取得しなければならず、介護福祉士は４年間、看

護師は３年間がその上限とされている。国家試験

に不合格となった場合や資格取得を断念した場合

は、帰国を余儀なくされる。ちなみにフィリピン

の場合、介護福祉士候補者には実務経験コースに

加え、養成校コースが設けられているところがイ

ンドネシアとは異なるが、その他は概ね同じ内容

である。

４．日本との EPA における様々な課題

　これらの指針に共通していることは、インドネ

シアやフィリピン人介護福祉士・看護師候補者の

受け入れに際しては、大学卒業等の一定の学歴を

有することなどに加え、日本の介護福祉士資格を

４年以内、看護師資格を３年以内に取得すること

が求められていることである。しかも、これらの

資格を取得できなった場合は帰国しなければなら

ないなど、そのハードルは決して低くない。

　インドネシアやフィリピンとのEPAは、どちら

かといえば両政府側からの要請で進められた経緯

があるとはいえ、日本とこの両国の経済・労働市

場の活性化が、対等な立場で推進されることが望

まれる。しかし現行の受け入れ要件は、国家間の

資格のレベル差を露呈するものであると言わざる

を得ない。というのは、インドネシアやフィリピ

ンで看護師資格を取得し、２年又は３年の実務経

験を積んでいても、日本の看護師資格と同等とは

見なされず、国家間の看護師の資格差を示す結果

となっているからである。このことに対してPNA

は、「日本はフィリピンの看護師を低く評価して

いる。」として日本とのEPAに反対する声明を出

しており、今後このような資格差をめぐる対立が

拡大する可能がある。また、第98回看護師国家試

験（2009年2月実施）では、2008年に来日したイ

ンドネシア人看護師候補者（104名）のうち、国

家試験を受験した82名全員が不合格となってお

り、日本とこの両国の経済連携を促進するという

よりも、むしろ後退しかねない状況が発生してい

る。

５．EU における資格の相互承認制度の概要

　ところで、世界最大の単一市場を形成している

EUでは、外国人労働者の国家間移動を促進する

ために、EC条約で職業資格や学位等の相互承認

について規定し、指令36の中でその基準が示され

ている。特に医師、歯科医師、獣医師、薬剤師、

助産師、看護師、建築士の7つの職業資格につい

ては、個別に具体的な基準が示されている。この

指令36によれば、看護師の養成基準として、①10

年間の一般教育を受けていること、②理論教育及

び実務教育で構成され、最低3年間又は4600時間

を有すること、③理論教育は最低学修期間（時間）

の1 ／ 3以上，実務教育は1 ／ 2以上を占めている

こと、④理論教育では、「看護学」、「基礎科学」、「社

会科学」の学修分野で、「職業知識・倫理」、「保健・

看護の一般的原理」、「解剖学」、「病理学」、「社会学」

などに関する内容を、実務教育では、「外科」、「小

児科学」、「母性看護」、「老年医学」などに関する

内容を盛り込むことなどが明記されている。そし

てこの指令36に基づいてEU加盟各国は国内法を

制定し、自国の看護師の養成教育を規定している。

　例えばデンマークの看護師（Sygeplejerske）養

成では、前述したEUの養成基準を踏まえ、３年

６ヶ月間の学修期間で、「看護学」、「保健科学」、

「自然科学」、「人文科学」、「社会科学」の５つの

学修分野で、「看護学」、「公衆衛生学」、「疾病学」、

「人間工学」などについて学修し、卒業には実務

を含めて合計210単位（ECTS）が必要とされてい
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る（表１）。また、ドイツの看護師（Gesundheits-und 

Krankenpfleger）養成では、３年間の学修期間で、

「保健・看護学」、「保健・小児看護学」、「保健科

学」、「自然科学」、「医学」、「精神学」、「社会科学」、

「法律学」、「政治学」、「経済学」などについて学

修（2100時間）し、卒業には実務（2500時間）を

含めて合計4600時間が必要とされている（表２）。

この他にもスウェーデン（Sjuksköterska）やイギ

リス（Registered General Nurse）などの看護師資

格は、いずれも指令36で示された養成基準を満た

しており、前述したデンマークやドイツと同様に、

EU加盟国間で相互承認されている（表３）。

６．�今後の日本における介護・看護労働者の受け

入れ要件の方向性

　以上、看護師を例にEUにおける資格の相互承

認制度を概観したが、このような制度はEUのみ

ならず、他の地域でも見受けられる。例えば、

2015年の経済統合にむけて着々と準備を進めるア

セアン（東南アジア諸国連合）においても、加盟

10カ国間で看護師の資格を相互承認する動きが挙

げられる。このような他国の動きに注目した場

合、日本はやや出遅れている感があることは否め

ない。

　EPAにける経済・労働市場の活性化にあっては、

一国の利益が優先されることがなく、「対等な関

係」であることが望まれる。インドネシアやフィ

リピンの介護福祉士及び看護師候補者の受け入れ

要件の是非については、介護施設や病院における

彼らの就労の状況等を踏まえたうえで判断しなけ

ればならないため時期尚早かもしれないが、EPA

によるこれらの人材の受け入れにあっては、国家

間でその資格の優劣をめぐる対立が問題化しない

ように、共通の養成基準を設定して国家間で資格

を相互承認する仕組みづくりを構築することが望

まれるのではないだろうか。

７．おわりに

　グローバル化やボーダレス化が進展する中で、

今後日本はより広範囲な地域との経済連携をも推

表１．デンマークの看護師（Sygeplejerske）の養成教育



－ 110 －

表２．ドイツの看護師（Gesundheits-und Krankenpfleger）の養成教育

表３．EU加盟各国における看護師の名称及び認定日　（一部を抜粋）
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進していくことが予想される。経済・労働市場の

活性化には人材の国家間移動を促進することが不

可欠であろう。EUをはじめとする世界の動きに

注目した場合、日本においても積極的な姿勢が望

まれるのではないだろうか。
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